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調査結果に対するコメン
ト、市民の反応等

海運業は基幹産業の一つとして重要な位置を占めており、今後も海運組合を通じて船員の育成、安全講習、
経営指導等さらなる充実を図る必要がある。調査対象でない施策

は、市民の反応等

翌年度(H25年度)の取組目標 補助金の見直しを進めるためには、日生地区海運組合の事務効率化を促す必要がある。

二次評価者コメント

日生地区の基幹産業であり、引き続き海運組合への支援を行いながら、経営基盤強
化を図るように努めてください。

基本施策への
貢献度

役職 産業部長

3 中立氏名

満足度（%）

重要度（%）

海運業界は、燃料、船員雇用等国レベルでの多くの課題を抱えている。市独自の有効施策には
限界がある。

⑤ 市民意識調査による施策の重要度・満足度

進行年度(H24年度)の取組内容
（課 題 解 決 状 況）

日生地区海運組合の経営を支援することで、組合員の負担減少につながっているが、事務効率化を図
るよう促す必要がある。

調査年度 H21 H22 H23 H24

3
＜施策の有効性＞
　指標分析、評価年度･ 中長
期の達成見込みは？

3

4 内航海運業の振興を図るための日生地区海運組合の運営事業に対する支援であり、事業構成は
概ね適正である。

④ 施策展開
組織、経営基盤の強化の支援

2
＜事業構成の適当性＞
　手段は最適か？

後継者の育成、環境整備の推進

（総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出）

構造的な諸問題への対応

海運業の推進を図るために、経営指導や船員教育等に対する支援をすることから、成果指標の
日生地区海運組合員数は概ね妥当である。

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）

5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い
③ 現況と課題 日生地区の海運業は、組合員数69社、102隻(H23年11月現在)を有しており、昨年と比べ、2社、4隻減少してい

る。海運業は、本市の重要な産業の一つとなっているが、中東情勢の緊迫化により、原油高騰等により経済情勢
は一段と厳しくなっている。また、昨年3月の東日本大震災の復興の遅れも更なるダメージとなっている。こうし
たことから、船員の不足、燃料費の高騰、運賃・用船料の低廉化等、内航海運業を取り巻く状況は極めて厳しい
ものがある。

項　　　目 評価

（総合計画から現在
の問題点を抽出）

1
＜成果指標の妥当性＞
　施策の目的・成果を表現し
ているか？

3

（誰のために、何の
ために） ⑧ 施策の評価

② 対象と目的
海運団体の支援を行うことで、市内海運事業者の組織及び経営基盤の強化を図る。

基本施策（中項目） 起業と創造が支えるまちづくり
① 政策の体系

基本目標（大項目） もてなしの心とたくましさのあるまちづくり

＜備前市総合計画の内容から記載する＞
実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果

⑦ 目標達成に必要な新規事業（裏面 施策構成事務事業以外の事業）及び連携させる他部署の事業
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海運業の振興のために支援を行っていること。

達成率 88.2
ベンチマーク

実績

83.5 81.2 －

実績 75 71 69 H28 85

このシート作成に要した時間 2.0 時間 成
果
指
標

日生地区海運組合員数

目標 85 85

電話 64-1832 H21 H22 H23

－
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目標値
単
位

過年度実績

85

日生地区海運組合員数

評価年度 成果指標の計算式の説明
ベンチマークの説明

備　　前　　市　　施　　策　　評　　価　　シ　　ー　　ト

⑥ 施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）役職 商工観光課長
施　策　名
（小項目） 海運業

コード 作
成
者04-02-04

氏名 中島　和久
施策に対する成果指標名

H24

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要
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2

887

平成24年度

1,453 622 0.08 1,423 1,424

平成23年度

0.14
この施策に費やした資源（単位：千円，人）

平成21年度 平成22年度

1,623 738 0.12

3 887 0.14 4船員手帳交付等事業 * 法定事務3 639 0.11 33 622 0.08

☆☆

船員手帳交付等事業 法定

20 0 0.00 20中国海事広報協会会費

0.00 1,400 ☆☆☆☆

単市 20 0 0.00 20 0 0.00

0 0.00 1,400 0単市 99 0.01 1,400

直　接
事業費

1,600
1 海運団体支援事業

施策を構成する
事　務　事　業

当初予算
☆☆☆☆☆
　　～　☆

人件費 人工数 人件費 人工数
直　接
事業費

人件費 人工数
直　接
事業費

平成22年度 平成23年度

事　業　費　等　（単位：千円，人） 施策への
貢献度平成24年度

事業
分類

平成21年度
細　　事　　業

日生地区海運組合補助事業

施策構成事務事業の評価


